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 第８章 計画の策定経緯                

（１）計画の策定経緯 

計画の策定にあたっては、庁内検討委員会のほか、有識者や市民が参加する館

林市都市計画基本方針等検討委員会（以下、本検討委員会）を開催し、計画内容

の審議・検討を行いました。 

 

年度 年月日 会議名等 議事内容 

平
成
２
８
年
度 

H28.9.7 第１回 本検討委員会 
・立地適正化計画策定の概要 

・館林市の現状と将来の見通しから見た問題等 

H29.1.25 第２回 本検討委員会 ・立地適正化に関する基本的な方針について 

H29.2.28 第１回 庁内検討委員会 ・都市づくりの方向性等についての検討 

平
成
２
９
年
度 

H29.6.20 第２回 庁内検討委員会 ・重点的に取り組むべきテーマについて 

H29.6.26 第３回 本検討委員会 ・立地適正化に関する基本的な方針 

H29.9.22 第３回 庁内検討委員会 ・都市機能誘導に関する考え方について 

H29.9.25 第４回 本検討委員会 
・都市機能誘導施設の設定について 

・都市構造と拠点の設定 

H29.11.29 第４回 庁内検討委員会 
・拠点の設定について 

・都市機能誘導区域について 

H29.12.20 第５回 本検討委員会 ・拠点設定の考え方、都市機能誘導区域の設定 

H30.2.28 第６回 本検討委員会 

・館林市立地適正化計画〔都市機能誘導区域及び 

都市機能誘導施設〕 

・素案について 

平
成
３
０
年
度 

H30.4.2～ 

H30.5.2 
パブリックコメント 

・館林市立地適正化計画（都市機能誘導区域及び 

都市機能誘導施設）（案）について 

H30.5.21 第７回 本検討委員会 

・パブリックコメントの結果について 

・居住誘導区域の設定について 

・スケジュールについて 

H30.7.9 第５回 庁内検討委員会 
・居住誘導区域の設定について 

・誘導施策について 

H30.7.19 第８回 本検討委員会 ・目標値の設定について 

H30.10.26～ 

H30.11.26 
パブリックコメント ・館林市立地適正化計画（案）について 

H30.10.29～ 

H30.11.29 
市民説明会（11 会場） ・館林市立地適正化計画（案）について 

H30.12.3 第６回 庁内検討委員会 

・パブリックコメント及び市民説明会の結果報告 

・館林市立地適正化計画（素案）の修正等について 

・館林市立地適正化計画の公表について 

H30.12.5 第９回 本検討委員会 
・パブリックコメント及び市民説明会の結果報告に

ついて 
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（２）検討体制 

 

館林市都市計画基本方針等検討委員会                 ◎委員長 ○委員長代理 

選任区分 部       門 所       属 氏      名 

学識経験者 

都市計画 東洋大学理工学部建築学科 ◎ 野 澤 千 絵 

交通政策 イーグルバス株式会社 ○ 坂 本 邦 宏 

地域医療・地域包括ケア 館林市邑楽郡医師会   真 中 千 明 

子ども・子育て 関東短期大学   中 山 初 枝 

法律 弁護士   井野口 通 隆 

商業 館林商工会議所   宮 原 祐一郎 

関係機関 

都市行政 群馬県県土整備部都市計画課 
  山 口  修  (H28,29) 

  眞 庭 宣 幸(H30) 

農業 邑楽館林農業協同組合   川久保 修 二 

館林市 館林市都市建設部   山 本 紀 夫 

市民有識者 

建築・まちづくり    中 村  喬 

高齢者福祉    柴 﨑 訓 江 

 

庁内検討委員会 

役 職 

政策企画部長 

総務部長 

市民環境部長 

保健福祉部長 

経済部長 

都市建設部長 

議会事務局長 

教育次長 

 



 

 

参考資料                        

用語解説 

50音 用語 解説 

か行 幹線道路 本市の都市構造を形成する骨格的な道路のうち、県内各都市間交

通、都市内交通等に対処する道路。 

既存ストック これまでに整備されてきた道路・公園・下水道などの都市施設や

住宅・商業施設・業務施設・工業施設などのこと。 

高齢化率 65歳以上の人口が総人口に占める割合。 

コンパクトシテ

ィ 

人口減少や超高齢化が進む中でも、人々が安心・健康・快適に暮

らせるとともに、財政面でも持続可能な都市を実現するために、

医療施設や住居など、日常生活に必要な機能を拠点ごとに集約し

て配置した、より拠点性を重視した集約型都市構造のこと。 

さ行 市街化区域 都市において、積極的に市街地として開発・整備を行う区域。す

でに市街地を形成している区域及び概ね10年以内に優先的かつ計

画的に市街化を図るべき区域。 

市街化調整区域 都市において、市街化を抑制すべき区域。 

垂直避難 自宅・施設等の浸水しない、または少しでも安全な上階等へ移動

すること。 

た行 タイムライン 行政や交通の関係者が連携し、災害の進展に応じて行う防災行動

を、時系列でとりまとめた計画。 

館林市第6次 

総合計画 

 

市が策定するすべての計画の基本となる行政運営の総合的な指針

で、令和3年度から令和12年度までの10年間について、まちづく

りの基本構想や基本計画をまとめたもの。 

都市計画基礎調

査 

都市計画法に定められた都市計画に関する基礎的調査の 

こと。おおむね5年ごとに、人口規模、市街地の面積、土地利 

用、交通などについて、現況及び将来の見通しを調査するも 

の。 

都市再生特別措

置法 

近年における急速な情報化、国際化、少子高齢化等の社会経済情

勢の変化に対応した都市機能の高度化及び都市の居住環境の向上

を図るため、社会経済構造の転換を円滑化し、国民経済の健全な

発展及び国民生活の向上に寄与することを目的に作られた法律。 

都市機能 商業、行政、保健・医療・福祉、文化などのサービスを提供 

する機能のこと。 



 

 

50音 用語 解説 

都市計画区域 

（館林都市圏） 

自然的及び社会的条件、人口、土地利用、交通など一体の都市と

して総合的に整備、開発及び保全する必要がある区域として都市

計画法に基づき指定された区域。館林都市計画区域（館林都市

圏）は、館林市を中心に板倉町、明和町、千代田町、邑楽町の１

市4町で構成される。 

都市計画区域の

整備、開発及び

保全の方針 

 

人口、人や物の動き、土地の利用のしかた、公共施設の整備など

について将来の見通しや目標を明らかにし、都市計画の目標や区

域区分の有無、土地利用、都市施設の整備及び市街地開発事業に

関する主要な都市計画の決定の方針等について、都道府県が広域

的な視点から定める計画。 

都市構造 人口の配置、市街地の広がりなど都市を形成する物理的な構造

で、都市空間の骨組みとなるもの。 

都市区画整理事

業 

都市計画区域内の土地について、公共施設の整備改善及び宅地の

利用の増進を図るために行われ、土地の区画形質の変更及び公共

施設の新設又は変更に関する事業。 

都市構造再編集

中支援事業 

立地適正化計画に基づき、地方公共団体や民間事業者等が行う一

定期間内の都市機能や居住環境の向上に資する公共公益施設の誘

導・整備、防災力強化、災害からの復興、居住の誘導の取組等に

対し、集中的な支援を行うことを目的とする事業。 

は行 バリアフリー 高齢者や障がい者にとっての障壁となる、段差等の物理的障害が

除去された空間や環境のこと 

ハザードマップ 自然災害による被害を予測し、その被害範囲を地図化したもの。

館林市では、「館林市ハザードブック」を作成している。 

避難確保計画 大雨による浸水や土砂災害が発生するおそれがあるとき、高齢者

施設等の要配慮者利用施設の円滑かつ迅速な避難確保を図るため

に必要な事項を定める計画。 

避難所 災害により自宅を失った場合などに一定期間避難生活をする場

所。 

避難場所 災害から身の安全を守るために緊急的に避難する場所。 



 

 

50音 用語 解説 

防災指針 令和２年９月の都市再生特別措置法改正により、立地適正化計画

の記載事項として追加されたもので、居住や都市機能の誘導を図

る上で必要となる都市防災に関する都市機能確保を図るための指

針であり、居住誘導区域内等で行う防災・減災対策と併せて立地

適正化計画に定めるもの。 

当市の立地適正化計画では、別冊子としてまとめている。 

や行 用途地域 住居、商業、工業といった、土地利用における用途の混在を防ぐ

ことを目的とした都市計画法の地域地区のこと。第一種低層住居

専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地

域、第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地

域、準住居地域、田園住居地域、近隣商業地域、商業地域、準工

業地域、工業地域、工業専用地域の13種類がある。 

誘導施設 都市機能増進施設の立地を誘導すべき区域及び当該都市機能誘導

区域ごとにその立地を誘導すべき都市機能増進施設。 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

館林市立地適正化計画 

【2019年4月1日 策定】 

【2026年4月1日 改定】 

                                      

館林市役所 都市建設部 都市計画課 
〒374-8501 群馬県館林市城町1番1号 

TEL：0276-72-4111（内線410） 

FAX：0276-72-8871 

                         


